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Office365 Educationの真実：カイゼンの裏にあるもの

上田 浩1 石井 良和2 外村 孝一郎2 植木 徹2

概要：京都大学では 2011年 12月よりMicrosoftのクラウドサービスを採用し学生向けメールサービスを

運用している．本発表では，（1）これまでの 3年余の運用と Microsoftの行ってきた「カイゼン」を総括

する（2）同社に限らず，クラウド系サービスが必ずしも大学という組織に合っていないことを指摘し，あ

らためて大学で求められるサービスの要件とその品質について議論する（3）Microsoftのデータセンター/

システム運用について実際のユーザになってはじめて分かったことを列挙し，今後クラウドサービスを採

用する大学の検討材料を提供する．

Inside Office365 Education: Improved but...

Hiroshi Ueda1 Yoshikazu Ishii2 Koichiro Tonomura2 Tohru Ueki2

Abstract: We use Microsoft cloud service as students email service since December, 2011. In this talk, first,
we summarize our usage ang operation over 3 and a half years and the improvement (Kaizen) of the service.
Second, we discuss about the requirement and the quality of cloud service specific for university because of
the mismatch between cloud based service and the use of the organization such as university. Third, we
present the considerations for the university to use cloud based service future to study by describing actual
users voice of the inside their operation and data centers of Microsoft.

1. はじめに

インターネットをはじめとする情報通信サービスは大学

における実験的サービスから発展してきた．その中でも大

学が学生，教職員に提供するメールサービスは，各種サー

ビスの中でも比較的初期から存在し，利用者にとっても，

運用側にとっても一定のプライオリティが存在してきた．

現在ではメールサービスが教育研究活動を支える重要なイ

ンフラストラクチャになっていると言っても過言ではな

く，教務系システムや LMS などとメールサービスの連携

による各種通知はごく当たり前に行われている．

一方このような背景のもと，管理運用コストの削減，情

報システムの集約による最適化，ICT の進歩への対応な

どのコンテキストから，学内にメールシステムを全て整

備するのではなく，Google Apps for Education, Office365
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Education（以下，Office365と表記する）などの学外のク

ラウド型サービスへ移行し，大学のメールシステムを物理

的，論理的に大学のネットワークの外部で運用する事例が

報告されている [1], [2], [3]．

京都大学（以下，本学と記述する）では平成 23 年

12 月より Microsoft によるクラウドメールサービス

（Live@edu/Office365）を採用した，学生メールサービスを

運用している．本発表では，2節でこれまでの 3年半の運

用とMicrosoftが行ってきた「カイゼン」を総括する．次

いで 3節で，Microsoftに限らず，クラウド系サービスが

必ずしも大学という組織に合っていないことを指摘し，あ

らためて大学で求められるサービスの要件とその品質につ

いて議論を行う．加えて 4節で，Microsoftのデータセン

ター/システム運用について実際のユーザになってはじめ

て分かったことを列挙し，今後クラウドサービスを採用す

る大学の検討材料を提供する．さいごに 5節で今後の展望

を述べる．
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2. これまでの運用と「カイゼン」の総括

2.1 クラウドメールサービスの選択

本学では全学的な IT ガバナンスの確立に向け，情報環

境機構が 2005年 4月 1日に発足した．同機構は，教育・研

究向けの情報サービスを担当していた学術情報メディアセ

ンターと，事務本部内の情報サービスを所掌していた情報

環境部 *1 の業務を統合的に扱うことを目指したアンブレ

ラ組織としてスタートし，統合認証センター，IT 企画室，

情報環境支援センターの発足など拡充を重ね現在に至って

いる．

同機構の主導により，部局等でのメールサーバ運用の削

減，通知文書のペーパーレス化による業務フローの改善を目

指し，2010年 4月 1日より教職員用全学メール（KUMail）

の運用がスタートした．KUMailの運用を契機とし，教育

用コンピュータシステムのレンタル調達に含められている

学生向けメールサービスをどのように効率化するかについ

て同機構運営委員会にて審議がなされ，2011年 1月に学生

用メールの今後のビジョンを含む，「全学メールマスター

プラン」が策定された．本プランに基づき，同年 3月に，

同委員会にて学生用メールサービスを外部委託することが

承認された．

本学が委託先として選択したのはMicrosoftである．外

部委託先の選定にあたり，提供されるサービスの機能はも

ちろん，契約形態（有償か無償か，相対契約か約款による契

約か）に関する検討，加えて，国立大学法人に適用される

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律 *2

上の問題，障害・損害発生時の対応，契約の準拠法によっ

ては他国の法律により規制を受ける恐れ（カントリーリス

ク）についても考慮する必要があった．

検討の過程で，Microsoft以外にメールサービスを無料 *3

で行っているGoogle，Yahoo!が候補となり（3社の比較を

表 1に示す．ユーザビリティや管理機能に対する評価基準

は，我々の要求に合致するか否かであり，各社サービスの

優劣を決定するものではない），Microsoftを採用した決め

手は，契約の準拠法が国内法，管轄裁判所も国内であるこ

とである．加えて同社のサービスは，あくまで大学のサー

ビスとして提供できると解釈できる文言の利用規約を含ん

でいるため，学内への説明を果たすという観点からも優れ

*1 2011 年 4 月 1 日より「情報部」に名称変更，2015 年 4 月 1 日
から「企画・情報部」に改組．

*2 本人の同意がなければ個人情報を第三者に提供することができな
い（第九条の 2 第一項）．一方，「個人情報保護に関する法律」で
は，本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三
者への提供を停止することとしている場合は，個人データを第三
者に提供することができるとされている．

*3 メールサービスの外部委託のコンテクストに「コスト削減」があ
ることは周知の事実であり，多くの場合有料となる相対契約（通
信事業者とユーザーが個別交渉で通信サービスの料金や提供条件
を取り決める契約方式）は選択肢から外れた．

表 1 無料メールサービスの比較．
Google Microsoft Yahoo!

ユーザビリティ ◎ ○ ○

管理機能 ○ ◎ ×

契約の準拠法 カリフォルニア州法 国内法 国内法

カントリーリスク 米国法人 米国法人 日本法人

図 1 オンプレミスシステムから Live@eduへの移行スケジュール．

たものであった [4]．

2011 年時点では，Microsoft のクラウドサービスには

Live@edu と Office365 があり，Live@edu は Office365 に

アップグレードされる過渡期であった．本学ではアップグ

レードを見越し Office365を採用する予定であったが，本

学認証基盤との整合性の問題があり，Live@eduによるサー

ビス開始となった．

2.2 2011～2012: Live@edu運用開始

Live@eduを採用した新しい学生用メールは 2011年 12

月 1日にサービス開始をアナウンスし，2012年度中に既存

ユーザの約 25,000アドレスを発行した *4．この開始時期

となったのは，2012年 2月に教育用コンピューターシステ

ムの更新を控えており，それまでの業務繁忙期と学生の利

用頻度が高い時期を避けたためである．2012年 5月 31日

まではオンプレミスの学生用メールも併存し，数度のユー

ザ告知を経て移行することができた（図 1）．この際，メー

ルスプールの移行は行わなかった．サービス開始時の仕様

を表 2に示す．

クラウドサービスの採用により，我々はシステム運用か

ら開放され *5，他システムとの連携や利用プロモーショ

ンにリソースを充てることができるようになった．たとえ

ば，2012年 3月 21日より，SSO Toolkitによる SSOが実

現し，次いで同 3月 28日より学生ポータルへの収容がなさ

れた．また，これまで学生のメールアドレスは申請し取得

*4 二重母音問題などアドレス自動生成の不具合があり，メールアド
レスを変更できるようなシステムとワークフローの再構築が必要
となった．

*5 移行前は 3ブレード/4TB RAID/25,000ライセンスのオンプレ
ミスシステムを運用していた．
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図 2 学生向け配布物．

図 3 KUMOI デザインプロジェクトの成果．

するものであったものを「配布」するものとした（図 2）．

すなわち全学メールを公式の連絡手段とすることとなり，

教務情報システムや，各部局が管理する名簿システムのデ

フォルトの連絡先とすることとなった．

また，利用推進のためのプロモーションとして，2012

年 4月に学生用メールの愛称公募を行い，329の応募作品

の中から「KUMOI（雲居; Kyoto University Mail clOud

Interface）」を採用した．加えて「KUMOI デザインプロ

ジェクト」を立ち上げ，著名なデザイナーであり，本学客

員教授の奥村昭夫氏による指導のもと，学生を交えたワー

クショップ形式でロゴデザインを行った（図 3）．

一方，サービス開始直後から，クラウドサービス側に起

因する不具合が多数報告された．問題が明らかになった日

付とともに，以下にその一部を挙げる．

2011年 12月 9日 Firefox 8.0で添付ファイルをダウン

ロードするとファイル名が「attachment.ashx」に変更

される

2012年 3月 5日 グローバルアドレスリスト（以下GAL）

によるディレクトリ情報共有，ADによる認証が前提

のため，右クリックでメールアドレスのコピーをしよ

図 4 “This account does not have an Outlook Web App Mail-

box.” と表示されメールボックスが無くなったように見える．

うとすると「Active Directoryリソースにアクセスで

きませんでした」などの不親切なエラーメッセージが

表示される（GALを無効にしているため）→サービス

アップグレード後の Office365（つまり 2013年末）に

修正

2012年 3月 26日 本文中の rtsp://…が Outlook Web

Appで勝手に削除される→ 2013年 8月に修正

2012年 4月 13日 アカウントによっては Outlook Web

App Lightになっている→原因不明

2012年 4月 16日 ブラウザにインストールするプラグ

インによっては，メッセージ本文の編集ができない→

環境依存のためプラグインを無効にするよう呼びかけ

2012年 5月 14日 特定の拡張子の添付ファイルが削除

される→ 5月 23日に仕様であるとの回答あり

2012年 5月 18日 Live@eduから SkyDriveへの認証連

携が失敗する→ 2012/6/11修正

2012年 6月 5日 ユーザのプロフィール画像が変更でき

ない→いつの間にか修正

2013年 4月 1日 Microsoft アカウントに KUMOI の

メールアドレスを設定している場合，本学認証基盤の

設定をバイパスしパスワード変更ができてしまう→

Office365への移行により解消

次にサービスの継続にかかわる重大な不具合を挙げる．

メールボックスが突然無くなったように見える OWA に

ログインするため認証すると，“This account does

not have an Outlook Web App Mailbox.” と表示され

（図 4），OWAにアクセスできないという障害が 2012

年 9月 25日，11:00～18:20, 19:44～22:45に発生した．

原因はデータセンター内ネットワーク装置が停止した

こととの報告を受けている．

名前解決の障害で学内からKUMOI向けメールが遅延

KUMOI，すなわち st.kyoto-u.ac.jp ドメインの MX

はマイクロソフトのデータセンター側に設定されてい

る．2012年 11月 9日，2013年 1月 29日，学内メー
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図 5 学内からの MX の問い合わせに失敗する．

ルシステムから st.kyoto-u.ac.jp へのメールを送信す

る際のMXの名前解決に失敗した．2度も同じ障害が

発生したこと自体有り得ないことであるが，事象は

同じであっても原因は異なっていた．11月の障害は

データセンター内のスイッチ設定不足（DNS ANY,

AAAAクエリがブロックされていた），1月はマイク

ロソフトの DNSシステム更新時の不具合（詳細は不

明．「“Not implemented”という予期せぬ問題（報告

書原文のまま）」とのこと）．

日本語のメールが GB2312 で送信され本文が読めない

OWAでテキスト形式のメールを外部へ送信した場合

にごくまれに GB2312と判定されるという Exchange

Server の既知の不具合であり，動作設定の変更で回

避するようにとマイクロソフトからの指示があった．

本不具合については他大学からの報告もなされてい

る [5]．

“We need you to add some security info …”

Live@eduの認証基盤はWindows Liveである．2012

年 6月上旬に行われたWindows Liveのセキュリティ

強化は Live@eduにも影響があり，OWAにログイン

すると追加のセキュリティ情報を入力するよう，パス

ワードは学内ポリシーに合わせているにもかかわらず

「標準的なセキュリティ要件 *6 に合わないパスワード

の変更」が求められるようになり（図 6），当惑した

ユーザへの対応に苦慮した（本変更は 8月 9日にロー

ルバックされた *7）．

この他，今も修正されていない，あるいは修正されたか不

明な不具合としては，au宛てのメールが「too many hops」

で不達になる問題，Live@eduから，メールボックス，ア

ドレス帳のデータをエクスポートすることができず，卒業

後他のシステムにインポートできないことが挙げられる．

後者については Gmailの POPアクセス等でメールを取り

込むよう案内している．

本学ではプレミアサポート契約を日本マイクロソフトと

締結し，これらの不具合や改善要望について一元的な問い
*6 非公開
*7 7 月 18 日時点では「ロールバックは行わない」との回答であっ
たにもかかわらずである．

図 6 “We need you to add some security info …”.

表 2 KUMOI の仕様．
Live@edu Office365(Wave14)

メールアドレス kyodai.hanako.xxx@st.kyoto-u.ac.jp

ID Windows Live Microsoft Online Services

認証連携 SSO Toolkit Shibboleth, ADFS

ライセンス 無償 有料プランあり

メールサーバー Exchange Online（Exchenge Server 2010 相当）

メールボックス容量 10G/アカウント

ファイル共有 SkyDrive SharePoint Online

メッセージング Windows Messenger Lync Online

組織ロゴの追加 可能 不可能

SLA なし 有料プランのみ 99.9%

合わせ対応ができる体制を整えているが，あくまで問い合

わせの際のアクションが減るだけであり，プレミアサポー

ト側もデータセンターへの介入は困難なため，プレミアサ

ポート自体が問題の解決の本質的なソリューションになっ

ているとは言い難い状態である．

2.3 2013: Office365への移行と Shibboleth連携

2013年度上半期に，すべての Live@edu利用機関は Of-

fice365にアップグレードすることが求められた．両者の違

いを表 2に示す．Office365とはその名の通りメールシス

テムだけではなく，Officeアプリケーションと情報共有の

ためのポータルサイト，オンライン会議，ファイル共有な

どのクラウドサービスを一体化した課金型のサービスであ

り，最も大きな違いは認証基盤とライセンスの考え方であ

る．利用にあたり，本学では無償のプラン A2を利用する

ため月額コストは不要である *8.

*8 その他 Office アプリケーションが利用できるプラン A3，さら
にエンタープライズボイス機能（自動応答）が加わるプラン A4
がある．Office365 の利点は SLA（Service Level Agreement）
であるが，無料プランについては SLA ありの記載がなく我々は
混乱した．http://office.microsoft.com/ja-jp/academic/
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図 7 “This account can’t be…” 問 題 を 解 決 す る 手 順

(http://www.iimc.kyoto-u.ac.jp/ja/services/mail/

kumoi/mvo365.html より)．

今回の移行において最もインパクトが大きいのが認証

基盤の変更であり，ユーザ ID が Windws Live ID から

Microsoft Online Services IDに変更されることにより，学

内統合認証システムとWindows Live IDを同期する手順

と認証連携を行う SSO Toolkitが動作しなくなることが分

かった．また，これまでのWindows Live IDは削除され

ず残ることから，移行の際ユーザへの周知をどのように行

うかについても課題があることが分かった．

認証基盤の変更は運用側にとっては大きな問題である．

加えて，Office365はサブスクリプションベースの製品のた

め，Live@eduから移行した場合にもユーザ一人一人に対

し新規ライセンスの付与が必要となる．加えて，Office365

ではライセンスの付与は管理者が Web UIで行うことが想

定されており，大学のように一時に多くの新規ユーザを一

括登録し，同時にライセンス付与を行う業務を支援する機

能がない．

Office365ではマイクロソフトのクラウドメールシステ

ムとしては初めて Shibboleth連携がサポートされた．本学

は様々なWebシステムの Shibboleth連携を進めており，

KUMOIについてもシングルサインオンが実現できる環境

が整った．Live@eduからOffice365への移行プロジェクト

そのものについては [6], [7]を参照されたい．

本節では，Office365への移行後発生した不具合とその

FX103045755.aspx

図 8 Office365 のライセンス上の構成．

「カイゼン」について述べる．移行期間の 1週間，メール送

受信のサービス自体は停止することなく継続できたことか

ら，本移行はひとまず成功であると考えられる．ユーザー

にとっての使い勝手に変化はほとんどないが，Office365を

Shibboleth 認証連携で運用することにより，認証の統合

を進めることができた．しかしながら，本移行自体は率直

に言うとマイクロソフトの都合で認証基盤のみの移行が行

なわれたと言っても過言ではなく，Office365（バージョン

Wave14と呼ばれている）へのアップグレードによるめざ

ましい改善点を見つけられなかった．むしろ Live@eduか

ら “ダウングレード”した部分が見受けられた．

ブランド連携 OWAの左上隅に大学のロゴなど任意の画

像を入れることができない．本学ではKUMOIデザイ

ンプロジェクトを立ち上げブランド連携を意図したロ

ゴ（図 3）を制定したがその成果を反映できない．ま

た，OWAに大学独自のWebリンク（Live@eduによ

る運用時には学務系システムや LMSなどへのリンク

を作成していた）を作成することができない．現在は

「カスタムテーマ」と呼ばれる機能がありカイゼンさ

れている [8]．

Office Web Apps マイクロソフトのクラウドサービス

を利用する利点の一つに，ブラウザによる Office文書

の編集が挙げられる．Live@eduや Outlook.comには

添付ファイルを「ブラウザで編集」というボタンがあ

り，Officeアプリケーションを持っていなくても編集

できるが，Office365では閲覧のみである *9．すなわ

ち，マイクロソフトのクラウドサービスを利用する意

義が無い状態であった．現在は Office365でも Office

Web Appsが使用できカイゼンされている．

一方，移行により Shibboleth連携が実現したことは評

価できる．Live@eduでの運用時は，IMAP/SMTPでの利

用状況が全く不明であった *10 が，Shibboleth 連携による

*9 SharePoint にアップロードすればブラウザで編集できる．
*10 Exchange Online にログを蓄積する機能が実質的にないことに
加え，クラウド認証となるため．
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図 10 Student Advantage対象ではない学生に「無料のMicrosoft

Office」と誤って表示されている．

多数の問い合わせが寄せられてきたが，これも，Office365

がライセンス管理ソリューションとして注目されているこ

との証左である．

ライセンス管理は知的財産の権利を守る重要なアクショ

ンであり，我々大学人は知的財産の扱いには慎重になら

なければならない．ところが，2015年 3月より，本学学

生がKUMOIにログインすると「無料のMicrosoft Office」

というアラートが表示されるようになった（図 10）．本来

これは，（組織または部局全ての）教職員が EES/OVE-ES

契約を締結している場合，対応する学生に対し付与される

「Student Advantage」と呼ばれる特典である．

調査の結果，本学では一部の部局でOVE-ES契約が締結

されているが，Microsoftの設定ミスにより，本学テナント

の多くの学生アカウントに対し「Student Advantage」のラ

イセンスが付与されていることが判明した（そもそも当該

部局に対応する学生を特定することは困難なはずである）．

なお，本事象は日本の複数の大学で発生しており，各機

関の管理者は一様に当惑している．我々はライセンス違反

をしたかもしれない潜在的ユーザに対してMicrosoftの公

式回答を継続的に要求している．

3. 大学で求められるサービス要件と品質につ
いての問題提起

Office365のようなオンラインサービスは無形物であるた

め，その品質を客観的に評価することは難しい．サービス

の品質を可視化するための手法として SLA（Service Level

Agreement，サービス品質保証契約）の締結がある．

SLAは広義には ITサービスに関する契約行為とその証

である契約書を指し，狭義にはサービスの範囲や水準を可

視化（多くの場合数値化）し，サービスレベル項目とサー

ビスレベル値の組み合わせで表現するのが一般的である．

Office365の場合，動作時間保証として 99.9%という値が

規定されており，これが狭義の SLAにあたる [11], [12]．

Microsoft Online Services サービスレベル契約 [13] によ

れば，動作時間保証のサービスレベル値である「月間稼働

率」は

ユーザー時間（分）- ダウンタイム
ユーザー時間（分）

× 100

であり，ダウンタイムはユーザー時間単位で測定され，か

つサービスごとに定義されており，Office365 のメールサー

ビスである Exchage Onlineについては，「エンド ユーザー

が Outlook Web Appを使用して電子メールを送受信する

ことができない期間」と定義されている．

Office365 Education に限らず，オンラインサービスの

SLAは可用性やパフォーマンスの保証ができない場合に返

金するという形を取っているのが現状であり，欧米の合理

的な考え方に基づいている．しかしながら，Office365の

SLAはサービス事業者に有利なものであり，ユーザにとっ

て実質的な意味がないことは明白である．とりわけ，サー

ビスの仕様変更や内部ロジックがユーザに何に説明もな

く，唐突に変更されサービス継続ができない状態に置かれ

ているのは大きな問題である．教育研究機関は企業とは異

なり，様々な文化の人々が共存しており，部局や大学その

ものの自治を重んじているため，このような一方的なサー

ビスは大学に適しているとは言えないからである．たとえ

ば，Office365では GLA有効がデフォルトであるが，学生

全員の氏名，メールアドレスが同じ大学に通う学生とはい

え閲覧されることになってしまう．少なくとも日本の大学

ではこのような運用は不可能であると思われる．

この現状を鑑み，SLAを導入しクラウドサービスのリス

クをコントロールする手法が提案されている [11]．さらに，

国内外ともに SLAを標準化する取り組みも進みつつあり，

現在は事業者の提示するサービスレベルを受け入れるしか

ない状況が変化しつつあると考えられる [14], [15], [16]．

一方，そもそも大学の情報系センターは構成員に対し

SLAに相当する，どこまでサービスを行うべきなのかにつ

いて線引きがあいまいであり，このような外部サービスを

利用する場合の SLAの議論は，業務改革の端緒ともなる

可能性がある．

4. Microsoftのデータセンター/システム運
用について

ここではソフトウェアのバグ以外の，Microsoftのシス

テム運用が信頼できるかどうかについて，サービス利用者

の立場からの意見をまとめる．本節であらためて取り上げ

るまでもないが，2.2 節，2.4 節で述べた通り，不具合が繰

り返されている．もちろん，無償サービスであるので改善

に対する過度な期待は禁物である．しかしながら，筆者が

Microsoftにシステム運用を任せても良いのか疑問に思う

ようになった事象を挙げておく．

2012年 8月，DreamSpark（本学は Shibboleth SPとして

使用）を利用したいという学生から「ソフトウェアをダウン

ロードしたいが，Shibboleth認証にはならず，“大学から提

供された電子メールアドレスを入力してください”と表示

され先に進めない」と問い合わせがあった．DremSparkは

米Microsoftが運用しており，Shibboleth SPか Live@edu
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による認証のどちらかを「大学が」選択することになって

いる．しかしながらこの時点で Live@eduによる認証に変

更されてしまっていた．調査の結果，ある学生がMicrosoft

に対し，認証方式を Live@eduに変更して欲しいとのリク

エストを行った結果，本当に変更されてしまったことが判

明した．一学生のリクエストで大学全体の認証方式を変更

するなど，ありえないミスであり，その理由について納得

の行く回答は今だにない状態である．

この事象は 2.4 節の Officeがダウンロードできる不具合

と本質的には同じであり，Microsoftは信頼に値しないの

ではと愚考する次第である．

5. 今後の展望：「おわりに」に代えて

メールシステムに限らず，情報システムの “クラウド化”

が世の中のトレンドであるかのように進められているが，

本学の事例は，その功罪とそのオンプレミスにはないリス

クを示すものである．我々はトレンドやバズワードに惑わ

されるのではなく，今一度，情報システムそのものの品質

と運用について真摯に考え直すべき時に立っているのでは

ないだろうか．

しかしながら，オンプレに拘って「独自の施策」に溺れる

ようでは本末転倒である．大学の情報システムの発展を目

指すという広い見地に立つと，クラウドと学内認証基盤と

の連携業務は，大学が新しい分野の技術に触れ，より良い

情報サービスの提供につながる取り組みを推進できたとも

考えられる．本事例を教訓とし，クラウドサービスの導入

にあたって十分な試用と検証を進め，大学とクラウドサー

ビス提供業者，システム構築者にフィードバックしていく

のが大学の努めとも言える．

一方，国立大学法人は運営費交付金をはじめとする予算

が削減されており，今後リソースが増える見込みは薄い．

クラウドサービスの導入をはじめとする，新しい施策を実

行するにはスタッフの合意に基づく，組織としての慎重な

決定が必要である．

とりわけ本事例に示したMicrosoftのクラウドサービス

は，「京都大学が採用したのだから」良いとは限らないこと

を如実に示すものとなっており，「クラウドにすれば楽に

なる」と簡単には言えないことが分かる．また，本学のよ

うに一部分の利用 *12，かつ学内認証基盤との連携に拘る

あまり不具合に悩まされたことは，このようなシステムの

効果はクラウドスイート，サービス提供業者製品の包括的

な利用によって最も発揮されることを示している．拙稿と

本学の事例がクラウドサービスを導入される際の心積もり

を行う一助になれば幸いである．
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